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建設工事受注動態統計調査に係る回答方法について（周知依頼） 

 

平素は本会の活動に対しまして格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。 

さて、令和6年7月9日付事務連絡「建設工事受注動態統計調査に係る回答方法につ

いて（周知依頼）」にて、国土交通省より、後日、調査票への記入上の注意点がわか

りやすく記載された資料を作成する旨の通知があり、貴会会員企業の皆さまに対し周

知を依頼したところですが、今般、別添２及び３のとおり、記入の手引き及び調査票

を作成したこと、並びに別添１のとおり周知依頼がありました。 
つきましては、ご多忙の折、誠に恐縮ですが、本件につきまして、貴会会員企業の

皆さまに周知賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。 
 

以上 
【添付資料】 
別添１ 国交省通知文 

別添２ 記入の手引き 

別添３ 調査票 

参 考 建設工事受注動態統計調査に係る回答方法について（周知依頼） 

（令和 6年７月９日付事務連絡） 

 

（担当）事業部 三浦 

TEL 03-3551-9396 
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     【機密性２】  

 

令和６年９月３０日 

 

一般社団法人全国建設業協会 御中 

 

国土交通省総合政策局情報政策課 

建設経済統計調査室 

 

 

建設工事受注動態統計調査に係る回答方法について 

 

 貴協会におかれましては、日頃より、国土交通行政に対して格別の御理解と御協力を賜り、厚

く御礼申し上げます。 

 ７月にも文書を送付させていただきましたが、「建設工事受注動態統計調査」の令和５年度の

調査で、回答事業者１社が、受注があった月のみ報告すべきところ、同じ工事の受注額を完成月

までほぼ毎月報告を行っていたことが判明いたしました。 

国土交通省としては、改善策として、調査対象事業者から正確な方法に基づき回答をしていた

だけるよう、調査票の記入方法について、下記の点をよりわかりやすく記載した統計調査ガイド

を作成し、７月に送付いたしましたが、今般、別添のとおり、記入の手引き及び調査票を作成

し、事業者に郵送いたします。 

 ご多忙の折、誠に恐縮ではございますが、別添電子ファイルのとおり、記入の手引き及び調査

票を送付いたしますので、貴協会におかれましても、会員の皆様に送付していただけますようお

願い申し上げます。 

 

 

 

 

【記入上の注意点】 

・調査票には、当月の受注実績のみを記入してください。 
 

・過去に受注した工事は記入しないでください。 
 

 

 

連絡先                            

国土交通省総合政策局情報政策課建設経済統計調査室 小林、武田 

電話：03-5253-8344（直通）、内線 28-641、28-642 

E-mail：kobayashi-k24e@mlit.go.jp、takeda-m9510@mlit.go.jp 


